
平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(273,400) (218,720) (164,040)

0 0 0

＜273,400＞ ＜218,720＞ ＜164,040＞

(7,612,000) (7,612,000) (5,709,000)

0 0 0

＜7,612,000＞ ＜7,612,000＞ ＜5,709,000＞

(671,380) (671,380) (520,319)

0 0 0

＜671,380＞ ＜671,380＞ ＜520,319＞

(394,992) (394,992) (306,118)

0 0 0

＜394,992＞ ＜394,992＞ ＜306,118＞

(223,194) (223,194) (172,975)

0 0 0

＜223,194＞ ＜223,194＞ ＜172,975＞

(666,160) (666,160) (516,274)

0 0 0

＜666,160＞ ＜666,160＞ ＜516,274＞

(2,893,157) (2,893,157) (2,314,525)

0 0 0

＜2,893,157＞ ＜2,893,157＞ ＜2,314,525＞

(3,960) (3,960) (3,168)

0 0 0

＜3,960＞ ＜3,960＞ ＜3,168＞

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

-

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 市  直接 2/5

10  D - 17 - 1 

1   名取駅前復興市街地再開発事業  増田地区  市9  D - 16 

  閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業  閖上地区  市  市

 増田川線道路事業
（市街地相互の接続道路)

 閖上地区  市  市  直接 5/9

5/9

36  D - 1 - 4  

 
 川内沢川線道路事業
（市街地相互の接続道路）

 下増田地区  市  市  直接35  D - 1 - 3 

46  D - 1 - 10 

7 39  D - 1 -

- 2 - 1 -

 市  直接 5/9 
 （仮称）閖上南北線整備事業
（市街地相互の接続道路）

 閖上地区  市

 直接 5/9 
 北釜線道路事業
（市街地相互の接続道路）

 下増田地区  市  市

 閖上地区幼稚園仮園舎整備支援事業  下増田地区  市  市  直接 4/5

4/5

51 ◆ D - 17 - 1 - 5 

1  市街地復興効果促進事業  名取市  市  市  直接48 ★ F

【他事業より流用】（平成28年10月）
流用元：D-1-2牛野一本杉線道路事業
流用額：[H26]5,000千円（国費：3,875千円）【設計費】
流用後交付対象事業費：1,692,302千円（国費：1,311,534千円）

【他事業より流用】（平成28年10月）
流用元：D-1-2牛野一本杉線道路事業
流用額：[H26]4,200千円（国費：3,255千円）【設計費】
流用後交付対象事業費：1,645,694千円（国費：1,275,412千円）

【他事業へ流用】（平成26年1月28日）
流用先：D-23-3閖上地区防災集団移転促進事業（計画策定
費）
流用額：[H24] 15,886千円（国費：11,915千円）【測量設計費】
【他事業より流用】（平成27年1月20日）
流用元①：D-1-1中貞山運河線道路事業
流用額①：[H24]21,700千円（国費：16,275千円）【工事費】
流用元②：D-17-2緊急防災空地整備事業
流用額②：[H23]200,000千円（国費：150,000千円）【工事費】
              [H24]400,000千円（国費：300,000千円）【工事費】
流用元③：D-22-1防災公園整備事業（貞山運河西側）
流用額③：[H24]711,111千円（国費：533,333千円）【工事費】
流用元④：D-22-2防災公園整備事業（貞山運河東側）
流用額④：[H24]355,555千円（国費：266,666千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：19,899,539（国費：14,924,653）



(4,930,180) (4,930,180) (4,313,907)

0 0 0

＜4,930,180＞ ＜4,930,180＞ ＜4,313,907＞

(1,615,309) (1,615,309) (1,413,395)

0 0 0

＜1,615,309＞ ＜1,615,309＞ ＜1,413,395＞

(121,700) (121,700) (106,487)

0 0 0

＜121,700＞ ＜121,700＞ ＜106,487＞

(721,400) (721,400) (559,085)

0 0 0

＜721,400＞ ＜721,400＞ ＜559,085＞

(180,061) (180,061) (157,553)

0 0 0

＜180,061＞ ＜180,061＞ ＜157,553＞

(25,857) (25,857) (19,392)

0 0 0

＜25,857＞ ＜25,857＞ ＜19,392＞

(43,000) (43,000) (32,250)

0 0 0

＜43,000＞ ＜43,000＞ ＜32,250＞

(20,375,750) (20,321,070) (16,308,488) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜20,375,750＞ ＜20,321,070＞ ＜16,308,488＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

名取市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

【他事業より流用】（平成26年8月14日）
流用元：D-4-1下増田地区災害公営住宅整備事業
流用額：[H24] 566,500千円（国費：495,687千円）【設
計費・用地費】
【他事業より流用】（平成27年10月）
流用元①：D-4-1下増田地区災害公営住宅整備事
業
流用額①：[H26] 230,858千円（国費：202,000千円）
【工事費】
流用元②：D-21-1防災集団移転地区下水道事業
流用額②：[24･25]  254,100千円（国費：222,337千
円）【工事費】
流用後交付対象事業費：10,789,806千円（国費：
9,441,077千円）

 市  直接 3/4

57  D - 4 - 3 

2  
 閖上地区災害公営住宅整備事業（土地区画整理
区域内）

 閖上地区  市56  D - 4 

 
 閖上地区災害公営住宅整備事業（土地区画整理
区域外）

 閖上地区  市  市

-

 直接 3/4

 （仮称）閖上港線整備事業
（市街地相互の接続道路）

 閖上地区  市  市  直接 5/9

3/4

60   D  -     1  - 11    

  閖上地区防災集団移転促進事業（事業費）  閖上地区  市  市  直接59  D - 23 - 4 

65   D  -     6  -     1

    1  64   D  -     5  -

 -   17  -     5  

 

 市  直接 3/4  災害公営住宅家賃低廉化事業  下増田地区  市

 直接 1/2  東日本大震災特別家賃低減事業  下増田地区  市  市

1/2  閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業  閖上東地区  市  市  直接68   D

市町村名 電話番号 022-384-2111 chousei@city.natori.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 震災復興部復興調整課

mailto:chousei@city.natori.miyagi.jp

